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主 文

原判決を次のとおり変更する。１

（１）被控訴人が平成７年７月３１日付けで控訴人に対してした平成３年

８月１日から平成４年７月３１日までの事業年度の法人税の更正処分

のうち，所得金額を２億２０６３万５１１２円として計算した額を超

える部分及び同事業年度の法人特別税の更正処分のうち，課税標準法

人税額を７４８６万９０００円として計算した額を超える部分をいず

れも取り消す。

（２）控訴人のその余の請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は，第１，２審を通じてこれを１０分し，その１を控訴人の

負担とし，その余を被控訴人の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 控訴の趣旨

原判決中控訴人敗訴部分を取り消す。１

被控訴人が平成７年７月３１日付けで控訴人に対してした平成３年８月１日２

から平成４年７月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち，所得金額１億

６５８９万８１１２円，納付すべき税額５３１５万５１００円を超える部分及び同

事業年度の法人特別税の更正処分のうち，課税標準法人税額５４３４万３０００円，

納付すべき税額１３５万８５００円を超える部分をいずれも取り消す。

（略語等は，原判決に従う。）第２ 事案の概要

本件は，控訴人がＰ１株式会社の全株式（ ）を買い受けたことにつ１ 本件株式

き，代金額と適正な時価との差額が益金として所得金額に加算されるべきであると

して，被控訴人が，平成７年７月３１日付けで，控訴人の平成３年８月１日から平

成４年７月３１日までの事業年度（ ）の法人税及び期間を同じくする本件事業年度

課税事業年度（ ）の法人特別税の各更正処分（ ）本件課税事業年度 本件各更正処分

をしたのに対し，控訴人が，本件各更正処分のうち各申告額を超える部分の取消し
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を求めた事案である。

原審は，本件株式の取得により控訴人に５億７７５１万４９２０円の受贈益２

が生じたと認め，本件事業年度における控訴人の所得金額が受贈益の額に当事者間

に争いのない法人所得金額１億６５８９万８１１２円を加えた７億４３４１万３０

３２円であるとして，本件法人税更正処分のうち所得金額を同額として計算した額

を超える部分及び本件法人特別税更正処分のうち課税標準法人税額を２億７０９１

万１０００円（同所得金額に対する法人税額を基礎として算出される額）として計

算した額を超える部分をいずれも取り消した。

当裁判所は，原審と異なり，本件株式の取得により控訴人に生じた受贈益は５４

７３万７０００円であり，本件法人税更正処分のうち控訴人の所得金額を２億２０

６３万５１１２円として計算した額を超える部分及び本件法人特別税更正処分のう

ち課税標準法人税額を７４８６万９０００円として計算した額を超える部分をいず

れも取り消すべきものと判断した。

法令の定め，前提となる事実，本件各更正処分の根拠，当事者双方の主張及３

び争点は，次のとおり改め，加えるほかは，原判決の事実及び理由の第２「事案の

概要」１から５まで（原判決２頁１３行目から８６頁５行目まで）に記載のとおり

であるから，これを引用する。

原判決７頁２行目から４行目までに「湾岸地域における平和回復活動を支援（１）

するため平成２年度において緊急に講ずべき財政上の措置に必要な財源の確保に係

る臨時措置に関する法律（平成３年法律第２号）」とあるのを「法人特別税法（平

成４年法律第１５号）」と改める。

原判決１７頁１５行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（２）

「 本件株式につき法人税額等相当額を控除して純資産価額方式により評価する

としても，評価会社であるＰ１の有する控訴人の株式及びＰ２の株式の価額を純資

産価額方式によって評価するに当たって法人税額等相当額を控除することは不合理

である。すなわち，財産評価基本通達１８６－３は，純資産価額方式を適用するに
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当たって，評価会社が取引相場のない株式を所有しており，その所有株式の純資産

価額を算定する場合には，各資産の価額（相続税評価額）から各負債の金額を控除

して計算すべきこととし，同通達の注書きにおいて，その計算に当たっては法人税

額等相当額を控除しないものであることに留意すべき旨を定めている。同通達は，

平成３年当時においても定められており，評価会社の有する取引相場のない株式の

純資産価額を算定するに当たって法人税額等相当額を控除すべきでないことは明ら

かだったのであり，一般の納税者にとっても容易に理解することができたと考えら

れるから，同通達にのっとって算定された価額は，一般に通常の取引における当事

者の合理的意思に合致するものとして，法人税基本通達９－１－１４（４）にいう

「１株当たりの純資産価額等を参酌して通常取引されると認められる価額」に当た

り，これによって株式の価額を評価して所得の金額を計算することは，法人税法の

解釈として合理性がある。本件株式の価額を純資産価額方式によって算定するため

に，いずれも取引相場のないＰ１が有する控訴人の株式及び控訴人が有するＰ２の

株式を純資産価額方式によって算定することは，まさに財産評価基本通達１８６－

３に定められた場合に当たり，当該各株式の評価に当たって法人税額等相当額を控

除することは不合理であり，通常の取引における当事者の合理的意思に合致しない

から，控訴人の株式及びＰ２の株式については，法人税額等相当額を控除しないで

１株当たりの純資産価額を評価すべきである。」

原判決４９頁６行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（３）

「 よって，Ｐ１，控訴人及びＰ２のそれぞれにつき，法人税額等相当額を控除

して各社の純資産価額を算出すべきである。」

原判決７４頁５行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（４）

「 また，Ｐ３社の有する土地，建物及び附属設備等の価額につき改めて鑑定評

価をしたところ，６７２万３００８豪ドルであり，これを平成３年１０月２０日時

点の為替レート１豪ドル１００．８５円により換算すると６億７８０１万５３５７

円となるのに対し，負債の額は１２３８万３６４８豪ドルで，同様の換算により１
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２億４８８９万０９０１円となる。」

原判決７５頁２行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（５）

「 その他の内装設備について資産としての価値を認めるとしても，Ｐ１の有す

る内装設備の評価と同様に３０％の減価をすべきである。」

原判決７５頁２１行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（６）

「 また，α土地を路線価に基づいて評価する場合，その側方路線については既

にセットバックが完了しており，セットバック部分を除いた面積は 121.618㎡であ

るから，同面積をもってα土地の地積とすべきである。」

原判決７７頁７行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（７）

「 また，サイパンに有する地上権は，改めてした鑑定の評価によれば，平成３

年１０月２０日時点において，サンビセンテ所在の土地が４８万米ドル，ネイビー

ヒル所在の土地が９０万米ドルであり，これを同日時点の為替レート（１米ドル１

２８．３０円）により換算すると，それぞれ６１５８万４０００円及び１億１５４

７万円，合計１億７７０５万４０００円である。」

原判決７７頁２６行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（８）

「 また，Ｐ４社の有する地上権は，改めてした鑑定の評価によれば，４５万米

ドルであり，これに基づき控訴人が有するＰ４社の株式の価額を算出すると，別表

１のとおり２５７０万３６８４円となり，この場合の投資有価証券（その他）の評

価額は，１億７５２２万４２３４円である。」

原判決８０頁１９行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（９）

「 また，β土地を路線価に基づいて評価することは，前記（３）イｃ（ｃ）の

とおり合理性を有するが，その場合，β土地の面積は４３．３㎡と狭小であるから，

個別補正として１０％の減価をすべきである。」

原判決８４頁１行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。（10）

「 また，本件更正通知書の理由には，本件株式の価額の再計算の主旨とその結

果の数値は記載されているが，再計算の過程などを記載した書類は添付されておら
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第３ 当裁判所の判断

ず，その説明もなかった。」

本件売買契約の経緯等につき，当裁判所の認定した事実は，原判決の事実及１

び理由の「第３ 当裁判所の判断」１（原判決８６頁７行目から８９頁７行目ま

で）の記載と同じであるから，これを引用する。

本件株式の評価時点（争点１）について２

当裁判所も，本件株式の購入価額が低廉であるか否かは，本件株式の引渡し（１）

の日である平成３年１０月２０日時点をもって評価すべきものと判断した。その理

由は，原判決の事実及び理由の「第３ 当裁判所の判断」３（原判決９０頁８行目

から９２頁９行目まで）の記載と同じであるから，これを引用する。

控訴人は，当審においても，本件売買契約において本件株式を平成２年１２（２）

月３１日時点で評価して売買代金額を定めたことは合理的であり，同日を本件株式

の評価時点とすべきである旨主張する。しかし，法人の収益の発生の時点について

は，収益の実現の時点を基準とし，原則として，財貨の移転や役務の提供などによ

って権利が確定したときに収益が発生すると解すべきであり，本件株式については，

本件売買契約の契約書（乙１）５条及び６条により，本件株式の引渡時に売買代金

残額（売買代金額の１割に当たる手付けの額を控除した残額）を支払うこととし，

売買代金支払完了時に株式が移転するとされていることからすると，本件株式の引

渡時に確定的に財貨の移転があり，これにより収益が生じたと解するのが相当であ

って，控訴人の主張は採用できない。

本件株式の評価方法（争点２）について３

本件株式の評価は，会社財産を時価で評価して算出した純資産額に基づいて（１）

株式の評価額を算定するいわゆる時価純資産価額方式によるべきもので，かつ，本

件株式の時価評価に当たっては，以下の理由により，企業を解体して資産を処分し

た場合に得られる経済的利益を基準とした純資産価額を基準とするのではなく，企

業の事業活動の継続を前提とした純資産価額を基準とすべきである。
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すなわち，前記認定（原判決８６頁１８行目から８９頁７行目まで参照）の本件

売買契約の経緯等によれば，①控訴人は，控訴人の株式の６０％を保有するＰ１の

株式が第三者に譲渡されることなどにより，控訴人の会社経営が不安定となること

を防止するために本件株式を買い取り，②Ｐ１が本件売買契約の前後の６事業年度

において，隔年で当期利益を計上しており，本件売買契約締結前の３事業年度にお

いて営業損失を計上したものの，その後の３事業年度において営業利益を計上し，

③本件株式の譲渡後もＰ１が解散することなく営業を継続しているというのであり，

これらの事実に照らせば，本件売買契約は，近い将来にＰ１が解散し，清算される

ことを前提として行われた取引ではなく，事業活動が継続することを前提に，経営

権を譲渡することを目的としたものと認めることができ，これらの事実関係の下で

は，同社の企業継続を前提とした純資産価額を基準として本件株式の時価評価をす

ることが相当である。

控訴人は，取引相場のない株式の売却が容易でないことを考慮すると，本件（２）

株式のような取引相場のない株式につき株主が投下資本を回収するためには，会社

を解散して残余財産の分配を受けるしかなく，会社の解体価値が株式の売買価額の

基準となるべきである旨主張する。

しかし，取引相場のない株式であっても，本件のように買主が事業を継続してい

る会社の全株式を取得することとなる場合には，買主は，実質上，企業自体の売却

として株式を譲渡することが可能であり，控訴人の主張は，理由がない。

清算所得に対する法人税額等相当額の控除の要否（争点３）について４

法人税基本通達（平成１２年課法２－７による改正前のもの。以下，同（１）

じ。）９－１－１４は，非上場株式で気配相場のないものにつき法人税法３３条２

項の規定を適用する場合の事業年度終了の時における当該株式の価額は，売買実例

がない株式で公開の途上になく，当該株式を発行する法人と事業の種類，規模，収

益の状況等が類似する他の法人の株式の価額がないときは，当該事業年度終了の日

又は同日に最も近い日におけるその株式の発行法人の事業年度終了の時における１
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株当たりの純資産価額等を参酌して通常取引されると認められる価額とする旨を定

めている。もっとも，このような一般的，抽象的な評価方法の定めに基づいて株式

の価額を算定することは困難であり，他方，財産評価基本通達の定める非上場株式

の評価方法は，相続又は贈与における財産評価手法として一般的に合理性を有し，

課税実務上も定着しているものであるから，これと著しく異なる評価方法を法人税

の課税において導入すると，混乱を招くこととなる。このような観点から，法人税

基本通達９－１－１５は，財産評価基本通達の定める非上場株式の評価方法を，原

則として法人税課税においても是認することを明らかにするとともに，この評価方

法を無条件で法人税課税において採用することには弊害があることから，１株当た

りの純資産価額の計算に当たって株式の発行会社の有する土地を相続税路線価では

なく時価で評価するなどの条件を付して採用することとしている。このことは，法

人の収益の額を算定する前提として当該法人の保有する株式の価額を評価する場合

においても合理性を有するというべきである。したがって，財産評価基本通達（平

成１２年課評２－４，課資２－２４９による改正前のもの。この項において，以下

同じ。）１８５が定める１株当たりの純資産価額の算定方式を法人税課税において

そのまま採用すると，相続税や贈与税との性質の違いにより課税上の弊害が生ずる

場合には，これを解消するために修正を加えるべきであるが，このような修正をし

た上で同通達所定の１株当たりの純資産価額の算定方式にのっとって算定された価

額は，一般に通常の取引における当事者の合理的意思に合致するものとして，法人

税基本通達９－１－１４（４）にいう「１株当たりの純資産価額等を参酌して通常

取引されると認められる価額」に当たるというべきである。

ところで，財産評価基本通達１８５が，１株当たりの純資産価額の算定に当たり

法人税額等相当額を控除するものとしているのは，個人が財産を直接所有し，支配

している場合と，個人が当該財産を会社を通じて間接的に所有し，支配している場

合との評価の均衡を図るためであり，評価の対象となる会社が現実に解散されるこ

とを前提としていることによるものではなく，営業活動を行って存続している会社
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の株式の相続及び贈与に係る相続税及び贈与税の課税においても，法人税額等相当

額を控除して当該会社の１株当たりの純資産価額を算定することは，一般的に合理

性があるものとして，課税実務の取扱いとして定着していたものである。

法人税基本通達の平成１２年課法２－７による改正により，（当該株式の価額に

つき財産評価基本通達の１７８から１８９ー７までの例によって算定した価額によ

っているときは，財産評価基本通達１８５本文に定める「１株当たりの純資産価額

（相続税評価額によって計算した金額）」の計算に当たり）法人税額等相当額を控

除しないことが規定されるに至ったのであって，この改正前の平成３年１０月当時，

財産評価基本通達１８５本文に定める１株当たりの純資産価額の算定方式のうち法

人税額等相当額を控除する部分が，法人税課税における評価に当てはまらないこと

を関係通達から読み取ることは，一般の納税義務者にとっては不可能というべきで

ある。

したがって，企業の継続を前提とした株式の評価を行う場合であっても，法人税

額等相当額を控除して算定された１株当たりの純資産価額は，平成３年１０月当時，

一般には通常の取引における当事者の合理的意思に合致するものとして，法人税基

本通達９－１－１４（４）にいう「１株当たりの純資産価額等を参酌して通常取引

されると認められる価額」に当たるというべきである。このように解釈される上記

「１株当たりの純資産価額等を参酌して通常取引されると認められる価額」によっ

て株式の価額を評価し，これを前提に法人の収益の額を算定することは，法人税法

の解釈として合理性を有するということができる（最高裁平成１４年（行ヒ）第１

１２号・平成１７年１１月８日第三小法廷判決，同平成１６年（行ヒ）第１２８号

・平成１８年１月２４日第三小法廷判決参照）。

本件においても，平成３年１０月当時におけるＰ１の株式の１株当たりの純（２）

資産価額の評価は，法人税額等相当額を控除して評価すべきである。

他方，Ｐ１の有する控訴人の株式及びＰ２の株式の価額を純資産価額方式に（３）

よって評価する場合においては，法人税額等相当額を控除すべきではない。すなわ
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ち，財産評価基本通達１８６－３は，純資産価額方式を適用するに当たって，評価

会社が取引相場のない株式を所有しており，その株式の純資産価額を算定する場合

には，当該株式の発行会社の有する各資産の価額（相続税評価額）から各負債の金

額を控除して計算すべきこととするとともに，その計算に当たっては，法人税額等

相当額を控除しないことに留意すべき旨を定めているところ，同通達の定めは，本

件売買契約の締結された平成３年１０月の時点において既に定められており，一般

に株式の取引の当事者は関係通達の定める評価方法に関心を有し，その評価方法が

取引の実情に影響を与え得るもので，これとかけ離れたところに取引通念があった

ということができないから，同通達の定める算定方式によって算定された価額は，

一般に通常の取引における当事者の合理的意思に合致するものとして，法人税基本

通達９－１－１４（４）にいう「１株当たりの純資産価額等を参酌して通常取引さ

れると認められる価額」に当たるというべきである。そうであるとすると，本件株

式の価額を純資産価額方式によって算定するために，Ｐ１が有する控訴人の株式及

びＰ２の株式を純資産価額方式によって算定する場合は，財産評価基本通達１８６

－３に定められた場合に当たるから，Ｐ１が有する控訴人の株式及びＰ２の株式の

評価に当たっては，法人税額等相当額を控除しないで１株当たりの純資産価額を評

価すべきである。

本件株式の具体的な評価額（争点４）について５

Ｐ１の純資産価額について（１）

Ｐ１の純資産価額についての当裁判所の判断は，次のとおり加えるほかは，ア

原判決の事実及び理由の「第３ 当裁判所の判断」６（２）（原判決９８頁１２行

目から１１３頁２５行目まで。ただし，原判決１０６頁４行目に「原告」とあるの

を「被控訴人」と改める。）の記載と同じであるから，これを引用する。

原判決１０６頁２６行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。イ

「 控訴人は，β土地を路線価に基づいて評価する場合，その面積は狭小（４３．

３㎡）であり，個別補正として１０％を減価すべきである旨主張する。しかし，路
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線価に基づく評価方法を定めた財産評価基本通達において，面積の狭小を理由とし

て個別補正をすべきものとはされていない。また，平成３年度の路線価は，地下公

示価格水準の７０％を目途とした評価とされており（乙５７「平成４年改正税法の

すべて」国税庁），これにより，路線価方式を採用すること自体により３割程度の

減額補正がされていると推認され，これらの事情を考慮すると，β土地につき，面

積の狭小を理由として個別補正をすべき必要があると認めることはできない。」

控訴人の純資産価額について（２）

控訴人の純資産価額についての当裁判所の判断は，次のとおり加えるほかは，ア

原判決の事実及び理由の「第３ 当裁判所の判断」６（３）（原判決１１３頁２６

行目から１３６頁１０行目まで）の記載と同じであるから，これを引用する。

原判決１１７頁１８行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。イ

「 控訴人が当審において提出したＰ３社の有する賃貸用ビルに係る不動産鑑定

評価書（甲１０５）は，不動産の評価方法につき，土地と建物を一体の複合不動産

とみなして賃料などの現金収支を重視して評価を行うＤＦＣ法が，１９９０年代中

期まではオーストラリアにおいてあまり用いられる手法ではなかったことを理由に

これを用いていない（甲１０８）。しかし，１９９０年代前半の著作と見られるオ

ーストラリア不動産鑑定協会発行の「不動産鑑定の理論と実践（第１版）」（甲５

４）においては，オーストラリアにおける賃貸用ビルの評価の主要な手法は収益還

元法とＤＦＣ法であり，両手法にはそれぞれ長所及び短所があり，その併用により

各手法に基づく評価の見直しが必要であるとされており，この記述に照らすと，同

評価書がＤＦＣ法を用いなかった上記理由は首肯し難い。

また，同評価書は，収益還元法のほかに取引事例比較法による評価をし，取引事

例比較法による評価と収益還元法による評価とが大きくは異ならないとしているが，

同評価書に取り上げられた賃貸事例は，比準方法・具体的内容が全く不明である。

以上の点を考慮すると，上記評価書によっては，上記判断は，左右されない。」

原判決１２０頁１７行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。ウ
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「 控訴人は，その他の内装設備について資産価値を認めるとしても，Ｐ１の有

する内装設備の評価と同様に３０％減価すべきである旨主張する。しかし，Ｐ１の

有する内装設備は，同社が所有し，第三者に賃貸している建物内にあるため，その

評価において建物の評価と同様に借家権による制限を考慮して３割の減価をするこ

とに合理性があるが，控訴人の有するその他の内装設備は，控訴人の事業の用に供

されており，これについてＰ１の有する内装設備の場合と同様に減価すべき理由は

ない。」

原判決１２３頁２１行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。エ

「 また，控訴人は，α土地を路線価に基づいて評価するにつき，セットバック

部分を除いた面積をもって同土地の地積とすべきである旨主張する。しかし，セッ

トバックによる個別補正をすべき旨を定めた財産評価基本通達２４－６の定めは，

平成１４年６月４日付け課評２－２外により新設されたものであって（乙６０，６

１の１及び２），本件売買契約の締結された当時，このような定めはなく，前記の

とおり，一般に，取引の当事者は関係通達の定める評価方法に関心を有し，その評

価方法が取引の実情に影響を与え得るもので，これとかけ離れたところに取引通念

があったということはできないこと（前掲最高裁平成１７年１１月８日判決及び同

平成１８年１月２４日判決参照）からすれば，α土地を路線価に基づいて評価する

に際して，セットバックによる個別補正をする必要はない。」

原判決１２７頁１行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。オ

「 また，控訴人の有する地上権の評価に係る不動産鑑定評価書（甲１０２）は，

取引事例比較法により評価しており，控訴人がサイパン島に地上権を有する２土地

については，いずれの土地も景観の良い居住用の土地としての利用が最有効活用で

あることを前提として，これと比較すべき規範性の高い取引として，ネイビーヒル

所在の土地の地上権につき３取引，サンビセンテ所在の土地の地上権につき４取引

を選択しているところ，その選択理由として，取引時期，所在地，間口，面積，公

共設備，形状，景観，臨海の程度，その他様々な要因を考慮したとするものの（甲
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１１０），これらの要素を具体的にどのように考慮したかは明らかでない上，控訴

人が地上権を有する２土地はいずれも海岸に近接し海に臨む景観の良い土地である

のに対し，比較対象とされた取引の土地はいずれも内陸よりに所在し，所在地及び

景観の点で控訴人が地上権を有する土地と大きく異なる。また，サンビセンテ所在

の土地の地上権の比較対象とされた４取引のうち２取引は，居住用の土地ではなく，

ゴルフ場開発用地であって，用途が全く異なっており，比較の対象として適切な取

引を選択したとは認められない。同評価書によっては，上記の控訴人の地上権の評

価は，左右されない。」

原判決１３０頁８行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。カ

「 また，不動産鑑定評価書（甲１０５）によっては，Ｐ３社の有する賃貸用ビ

ルに係る評価が左右されないことは，前記ｃ（ｂ）iiiのとおりである。」

原判決１３１頁７行目の末尾に，改行の上，次のとおり加える。キ

「 控訴人の有するリース権の評価に係る不動産鑑定評価書（甲１０２）は，ロ

タ島所在の土地の地上権について，取引事例比較法により評価をしているところ，

比較すべき取引選択の際の考慮要素として，取引時期，所在地，間口，面積，公共

設備，形状，景観，臨海の程度，その他様々な要因を考慮したとするものの，これ

らの要素を具体的にどのように考慮したかは明らかでない上，比較対象とされた４

取引のうち，控訴人が有するリース権と同じ通常のリース契約は１取引しかなく，

他は，土地の売買が取引及び売主から買主への資金供給の特約がされた修正リース

契約１取引であり，控訴人のリース権に係る取引とは取引内容が異なっていて，比

較の対象として適切な取引を選択したかどうかが明らかではなく，これによっては，

前記判断は，左右されない。」

Ｐ２の純資産価額について（３）

Ｐ２の純資産価額についての当裁判所の判断は，原判決の事実及び理由の「第３

当裁判所の判断」６（４）（原判決１３６頁１１行目から１４０頁２６行目ま

で）の記載と同じであるから，これを引用する。
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本件株式の評価額（４）

以上によれば，Ｐ１の資産及び負債の各勘定科目の平成３年１０月２０日時ア

点における評価額は，前記５（１）ア（原判決９８頁１２行目から１１３頁２５行

目まで参照）のとおりであり，同社の同日時点における純資産価額（ただし，１０

００円未満の端数を切り捨てたもの。以下本項の数額につき同じ）は，別表２のと

おり，１５億２０７９万４０００円であると認められ，これと帳簿価額による純資

産価額４億９５７４万２０００円との差額１０億２５０５万２０００円に対する法

人税額等相当額は５億２２７７万７０００円であり，上記純資産価額から同法人税

額等相当額を控除した９億９８０１万７０００円がＰ１の発行済み全株式である本

件株式の適正な価額である。

以上のとおり，本件株式の平成３年１０月２０日時点における時価は，９億イ

９８０１万７０００円と認めることができ，これと控訴人の購入価額９億４３２８

万円との差額５４７３万７０００円が控訴人に生じた受贈益と認めることができる。

控訴人に発生した受贈益の計上時期（争点５），理由附記の不備の主張（争６

点６），処分理由差し替えの違法の主張（争点７）及び調査義務違反の主張（争点

８）について

争点５から８までについての当裁判所の判断は，争点６について次のとおり（１）

削るほかは，原判決の事実及び理由の「第３ 当裁判所の判断」７から10まで（原

判決１４２頁１２行目から１４５頁２４行目まで）の記載と同じであるから，これ

を引用する。

原判決１４４頁４行目から５行目にかけて，「本件株式の評価時点について（２）

は明らかにしていないものの」とあるのを削る。

まとめ７

以上によれば，本件売買契約による控訴人の本件株式の取得は，低廉な価額によ

る資産の譲受けに当たり，控訴人には，本件事業年度において，時価と購入価額と

の差額に当たる５４７３万７０００円の受贈益が発生したと認めることができる。
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本件各更正処分は，本件株式の時価が１５億３１０４万４０００円で，同額と本

件株式の購入価額９億４３２８万円との差額に当たる５億８７７６万４０００円の

受贈益が控訴人に発生したとして行われたところ，本件株式の取得により控訴人に

発生したと認められる受贈益の額は，上記のとおり５４７３万７０００円であるか

ら，控訴人の本件事業年度における法人税に係る所得金額は，同受贈益の額に，当

事者間に争いのない法人所得金額１億６５８９万８１１２円を加えた２億２０６３

万５１１２円となり，本件法人税更正処分のうち控訴人の所得金額を同額として計

算した額を超える部分は違法である。

また，控訴人の本件課税事業年度における法人特別税の課税標準法人税額は，上

記所得金額（ただし，国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数

切捨て後のもの）に対し法人税法６６条の定める税率を乗じて算出した法人税額８

１９７万８１２５円から，法人税額の特別控除額３１０万８４２０円及び定額控除

額４００万円を控除し，上記国税通則法の規定により１０００円未満の端数を切り

捨てた７４８６万９０００円となり，本件法人特別税更正処分のうち課税標準法人

税額を同額として計算した額を超える部分は違法である。

他方，本件各更正処分に手続上の違法を認めることはできない。

したがって，本件法人税更正処分のうち控訴人の所得金額を２億２０６３万５１

１２円として計算した額を超える部分及び本件法人特別税更正処分のうち課税標準

法人税額を７４８６万９０００円として計算した額を超える部分は，いずれも違法

であり，控訴人の請求は，同部分の取消しを求める限度でいずれも理由がある。

第４ 結論

よって，当裁判所の判断と一部異なる原判決は不当であるから，原判決を変更す

ることとして，主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第１民事部

裁判長裁判官 江 見 弘 武
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裁判官 植 垣 勝 裕
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裁判長裁判官 江 見 弘 武


